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解説資料のねらい

〇 平成27年に活動火山対策特別措置法が改正され、市町村が指定する集客施設
や要配慮者利用施設の所有者等に対して、「避難確保計画」の作成・公表や当該計画
に基づいた訓練の実施等が義務付けられました。

〇 内閣府では、集客施設等の所有者等が避難確保計画を作成する際に参考になる
よう、平成28年に「集客施設等における噴火時等の避難確保計画作成の手引き」（以下
「手引き」という。）を作成し、公表しました。

〇 各市町村が避難促進施設を指定し、施設所有者等の避難確保計画の作成を推進し
ていく中で、
・ 施設所有者に計画の必要性を理解してもらう説明資料がない。
・ 市町村は指定後の計画作成支援への対応に懸念を抱えている場合が多い。
・ 市町村担当者に計画作成やその支援のノウハウが不足している場合が多い。
などといった課題が明らかとなりました。

〇 内閣府では、令和元年度からモデル施設の計画作成支援を市町村と共に実施し、
支援から得られた知見を基に、全国に共有する解説資料を作成しました。

〇 解説資料は、市町村が計画作成のポイントを説明する資料や施設が作成する計画
のひな形、ひな形の記入方法や留意事項を記載した作成ガイド、モデル施設における
計画作成の事例集等で構成されています。この資料を活用することで、避難促進施設
の指定と、各施設における計画の作成が促進されることが期待されます。



地区一体の計画

資料２－４①

噴火時等の避難確保計画のひな形

【単独施設版】

【資料の準備】

避難確保計画の作成に向けた各種資料の使い方

資料２－２①

避難促進施設の所有者等向け説明

スライドフォーマット

自治体職員が施設所有者等に避難促進施
設について説明するための基本スライドの
フォーマットです。

自市町村の内容に編集して使用します。
（所有者等が計画作成時に参照する資料と
なります。）

要編集

資料２－２②

説明会開催用文書フォーマット

要編集

自治体用

自治体用

説明会の開催案内や次第、所有者等への
説明文書のフォーマットです。

【説明会】

避難促進施設の所有者等向け説明

スライド資料

資料２－２①編集済資料

説明会開催用文書

施設所有者等へ提供

資料２－３①

避難確保計画

（火山編）作成ガイド【単独施設版】

資料２－２②編集済資料

資料２－４①

噴火時等の避難確保計画のひな形

【単独施設版】

【計画の作成】

資料２－３①

避難確保計画

（火山編）作成ガイド【単独施設版】

所有者等用

所有者等用

地区一体の計画

地区一体で作成する施設がある場合

資料２ー４② 噴火時等の避難確保

計画のひな形【地区一体版】

資料２ー３② 避難確保計画

（火山編）作成ガイド【地区一体版】

自治体職員用 施設所有者等用

自市町村の
内容に編集

避難促進施設の所有者等向け説明

スライド資料

所有者等は、自治体から提供される下記３
つの資料を使って計画を作成します。

資料２－５

集客施設等における噴火時等の

避難確保計画作成の取組事例集

自治体用

モデル施設・地区における計画作成まで
の取組（検討スケジュールや検討内容）を
まとめた事例集です。

地区一体として計画作成を希望する施設がある場
合は、地区一体版の資料を施設に提供します。

所有者等用

所有者等用

所有者等用

所有者等用

ひな形の記入方法と留意事項について記載
した資料です。

作成ガイドを読み進めながら同時に穴埋めす
ることにより、避難確保計画を作成することがで
きるひな形です。

取組事例集

※

※
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資料２－２①編集済資料
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＜本事例集の作成にあたり、ご指導、ご協力いただいた方々＞

■噴火時等の避難計画の手引き作成委員会 委員（◎：座長）

◎池谷 浩 一般財団法人砂防・地すべり技術センター 研究顧問

石原 和弘 京都大学 名誉教授

尾形 好雄 公益社団法人日本山岳・スポーツクライミング協会 専務理事

河野 まゆ子 株式会社ＪＴＢ総合研究所地域戦略部長 主席研究員

関谷 直也 東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター 准教授

山口 昇士 箱根町 町長

吉本 充宏 山梨県富士山科学研究所 主幹研究員


